


























































































































































































































































全遺言の利益の放棄 遺言の拘束力排除 全相続人による遺言効力覆滅の意思表示→ ←






























































































































































































































































































































（註11）Jauernich, Bürgerliches Gesetzbuch mit Allgemeinem Gleichbehandlungsgesetz(Auszug)
Kommentar 13.Aufl. S.1867 (Stürner)〈2009〉
（註12）Wilfried Schlüter,Erbrecht 15.Aufl.S.278〈2004〉; Bamberger/Roth Kommentar zum
Bürgerlichen Gesetzbuch 3.Aufl. Bd.3 S.1600(Ilse Lohnmann)〈2012〉
（註13）Münchner Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch Bd.9 S.642-643 (Heldrich)〈2004〉;
Lutz Michalski, BGB-Erbrecht S.282—284〈1999〉
（註14）Münchner Kommentar op.cit.Supra S.642(Heldrich) ; J.von Staugingers Kommentar zum
Bürgerlichen Gesetzbuch mit Einführungsgesetz und Nebengesetzen Buch 5 S.687,723
(O.Werner)〈2010〉; Soergel, Bürgerliches Gesetzbuch mit Einführungsgesetz und
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相当額から管理費用（修繕費，火災保険掛金，借地料，固定資産税等）を控除した金額
に相続分の割合を乗じて算出されるとしています。なお，東京地方裁判所プラクティス
委員会第二小委員会「相続開始後の相続財産（不動産）の管理・使用に関する相続人間
の訴訟をめぐる諸問題（３）」判例タイムズ1393号５頁以下2013
（註22）参考文献 44頁
（註23）東京高決昭和63年１月14日・家月40巻５号142頁，東京高決昭和63年５月11日・家月41巻
４号51頁＝判例タイムズ681号187頁1988
【参考文献】
１　井上繁規『遺産分割の理論と審理［改訂版］』新日本法規　2014
２　北野俊光「『相続させる』旨の遺言の実務上の問題点」〈遺言と遺留分第１巻遺言［第２版］
日本評論社〉169頁　2011
３　同『公証人が書いたトラブルにならない相続』日本経済新聞出版　2010
４　内田恒久『判例による相続・遺言の諸問題』新日本法規　2002
５　雨宮則夫「『相続させる』旨の遺言について遺贈の規定の類推適用が認められるか」公証法
学44巻31頁　2014
［追記］ 本判決については，被控訴人が上告受理の申立をしましたが，平成28年
９月13日，最高裁判所第三小法廷が「本件を上告審として受理しない」旨の決定を
したため確定しました。
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